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令和  3 年  2 月 10 日 

日 本 下 水 道 事 業 団 

 

 

ＪＳにおける下水道事業への公営企業会計適用等に関する支援について  
 

 

日本下水道事業団（ＪＳ）は、昨年７月にソリューション推進部（政策形成支援課、経営

支援課及び技術援助課）を設置し、技術的・政策的支援の強化を図っているところですが、

経営支援課では、地方公共団体の下水道事業への公営企業会計の適用や下水道経営の持続性

を高めるための支援を実施しています。 

特に、総務省から各地方公共団体へ要請されている下水道事業への公営企業会計適用につ

いては、人口３万人未満の地方公共団体が令和５年度までに移行を要請されているところで

あり、一般的に準備検討期間を含めた移行作業に３年程度を要することから、対象となる地

方公共団体においては、早急な取り組みのスタートが必要です。 

そこで、ＪＳでは、効率的な移行作業のために、昨年度から複数の市町村が共同で移行す

るための支援業務の提案を行っているところです（別添）。  

円滑な公営企業会計への移行のために、ＪＳの提案（共同での移行作業）に興味、関心を

お持ちの都道府県及び市町村におかれましては（市町村におかれましては都道府県を通じて）、

今年度中（３月１０日を目途に）に以下の相談先までご連絡ください。 

地方共同法人ＪＳとしては、下水道のソリューションパートナーとして、下水道の持続性

確保や強靭化等のために、今後ともソリューション推進部において技術的及び経営等の政策

的な支援を強化していく所存です。 

地方公共団体の皆様は、下水道事業の経営効率化に向け、限られた予算や体制の中で広域

化・共同化、PPP/PFI、DX 等様々な施策を推進することが求められているところと存じま

す。ＪＳでは各施策の推進方策だけでなく、それぞれの事業の状況や執行体制等に合った施

策の選択などについても、地方公共団体の皆様の立場に立ってご相談に応じております。 

多くの課題を抱え解決策を模索されている地方公共団体におかれましては、ＪＳへご相談く

ださい。 

 

 

【相談先】 

○公営企業会計・経営に関すること 

ソリューション推進部経営支援課長 石原 文典 

       TEL：03-6361-7852 

E-mail：Ishihara@jswa.go.jp 

○その他技術的な事項に関すること 

ソリューション推進部技術援助課長 碓井 次郎 
TEL：03-6361-7832 

E-mail：Usui@jswa.go.jp 
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